
№ 圏域 項目 意見・質問 公聴会回答 公聴会後の対応状況等 担当課 意見者 開催日

1 松江
まち・ひと・しごと創生総合戦略における、
医療・介護・福祉サービスの基盤整備に関す
る取組方針

　まち・ひと・しごと創生総合戦略における、医
療・介護・福祉サービスの基盤整備に関する取組方
針について、「ひと」の創生においては、地方への
新しいひとの流れをつくると定められているが、地
域を支える安定した人口構造を保持するための好循
環を生み出すためには、生活基盤としての医療、介
護、福祉などが不可欠であると思う。
　また、こうした医療、介護、福祉部門等が地域に
おける重要な雇用の場ともなる。地域における今後
の医療、介護、福祉の在り方を検討するに当たって
は、地域医療構想を含む医療計画や介護保険事業計
画、子ども・子育て支援制度など個別に検討するの
ではなく、地域版総合戦略を連携させていく必要が
あると思うので、是非とも検討して頂きたい。

　ご指摘のとおり、住民のみなさまが住み慣れた地
域で、引き続き安心して暮らせる社会の構築には、
医療や介護、福祉のほか、子育てなど様々な分野で
の連携が今後、一層重要となっております。
　県においては、昨年度「島根県総合戦略」を策定
したところです。また、この「総合戦略」も織り込
んで、医療や介護の提供体制の確保や子育て支援の
充実などの具体策的な方策や目標を示した「島根総
合発展計画（第３次実施計画）」も策定し、各施策
が相互に連携をしながら目標の実現に向けて取り組
んでいくこととしております。
　また、医療や介護、福祉、子育てなどの多岐にわ
たる分野の団体の皆様に参加いただいている、この
圏域別広聴会においても、各分野での人材確保の課
題をテーマにご意見をいただいておりますので、こ
うしたことも参考にさせていただきたいと考えてお
ります。
　なお、次期医療計画や介護保険事業支援計画につ
いては、このたび策定する地域医療構想と整合性を
図りながら来年度に同時策定することになります
が、策定に当たっては健康で安心して暮らせる地域
づくりを進めるため島根県総合戦略を踏まえながら
検討してまいります。

　公聴会時の回答に同じ

健康福祉総務課 安来第一病院 8月25日

2 松江
少子化対策、子育て支援対策として助産師の
活用

　Ｈ１０年より島根県助産師会では、地域貢献を目
的に「子育て女性健康支援センターしまね」を立ち
上げ活動している。
　無休電話相談では育児不安、相談、思春期の悩み
（男性含む）など幅広く女性の悩みに応じている。
また、出産後の母親への支援として助産師らしい相
談場として、ベビーマッサージ、育児相談教室、ラ
イフワークバランスを一緒に考え、育児サポートを
得る必要性と情報提供を目的に、働く母親増加に対
応した産後ママの復職セミナーを実施。
　また、祖父母、地域の子育てサポートの必要性と
今時の子育て情報を提供する場として、地域で子育
て、孫育て講座を実施。
　地域の人が顔見知りになることで、災害時の助け
合いの基盤をつくっておくことも大切と感じてい
る。
　県内に幅広く活動が広まることを願い、指導をお
願いしたい。

　県では昨年度妊娠期からの切れ目のない相談・支
援体制の充実に向け検討会を開催し、関係者向けの
手引きを作成しました。この検討会には助産師会か
らも委員としてご参画いただきそのご意見を手引き
に反映させています。
　今後も妊娠期や産後早期からの母親の心の健康支
援や母乳育児の支援など、安心して子育てが出来る
環境づくりに向けて、助産師会とも連携を深めなが
ら取り組んできたいと考えています。

　妊娠期からの切れ目のない育児支援に向けて研修会
等を開催する際には、助産師会にもお知らせするな
ど、連携を深めながら取り組んでいます。

健康推進課 島根県助産師会 8月25日

3 松江 病院勤務、地域助産師離職防止

　助産師としてモチベーションが維持できるよう、
各職場で働きやすくなるよう望む。

　助産師を含む医療従事者の離職防止や医療安全の
確保を目的に医療機関が自主的に行う勤務環境改善
に向けた取組みを支援する拠点として、昨年度から
島根県医療勤務環境改善支援センターを医療政策課
内に設置しました。
　引き続き、病院管理者等に対する個別支援業務や
普及・啓発活動を通じて、①医療従事者の働き方・
休み方等の改善②医療スタッフの健康支援③働きや
すさのための環境整備④働きがいの向上対策などの
取組みを支援してまいります。

　公聴会時の回答に同じ

医療政策課 島根県助産師会 8月25日

平成28年度健康福祉部圏域別地域公聴会意見・回答
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4 松江
在宅医療のシステムや方法の明確化
～受診をする患者にとって分かりやすい在宅
医療の展開～

【現状】
　総合病院が抱える患者数が多すぎるため、総合病
院で受け入れるべき患者に対して時間をかけること
が難しい。そのためには逆紹介による家庭医の必要
性が増加している（開業医から総合病院へ紹介して
もらい、再度、家庭医へと紹介される）。

【問題点】
（施設）在宅医療の地域差が大きい。松江、出雲で
受けられる治療と邑智、雲南、鹿足、伯太などで受
けられる治療に大きな違いがある。また、しっかり
としたサポートを受けられない患者にとって、どの
ようにしたらいいのか分からない。
（患者）リハビリ、終末期医療の心構え、医療・介
護サービスなどの受け方が分からない。
（医師）家庭医の方々が何を、どこまでしてくれる
のか患者にはよく分からない。また、基幹病院とど
のように連携をとっているのか患者にとって不透明
な部分がある。

【今後の取組】
　総合医療（島大医学部に設置済み）に対応できる
医師の育成が急務。地域による医療格差の是正。
　在宅医療にかかわる患者のためのサポートブック
の製作。問題点や患者の不安を解消するためのもの
（例：しまねのがんサポートブック）

【総合医療に対応できる医師の育成】
　島根県では、「オールしまね」で総合医・家庭医
を育成するために「総合診療専門医育成ネットワー
ク」を構築して研修環境の整備を行っています。ま
た、若手医師が県内の病院や診療所等をローテン
ション研修することにより、総合診療の専門医資格
が取得できるようサポートしています。引き続き、
県内の総合医・家庭医の育成体制の充実に取り組ん
でまいります。

【在宅医療にかかわる患者のためのサポートブック
製作】
　全国的に市町村において地域包括ケアシステムの
構築に向けた取り組みが始まっており、県としても
市町村と連携して地域包括ケアシステムの構築を進
めることとしております。
　とりわけ、平成３０年４月までには、介護保険法
に基づく「在宅医療介護連携推進事業」を全市町村
において実施することが求められており、その中で
地域住民への普及啓発についても取り組むこととさ
れています。
　県としても、各市町村が地域の特性に応じた普及
啓発を行うことが出来るよう、研修の開催、先進事
例の紹介、データの提供等、積極的に支援を行って
まいります。

【総合医療に対応できる医師の育成】
　公聴会時の回答に同じ

【在宅医療にかかわる患者のためのサポートブック製
作】
　平成２８年１０月の「島根県地域医療構想」策定に
あわせて、全県の医療・介護関係団体の代表、市町村
等が一堂に会する「地域包括ケア関係機関連絡会議」
を立ち上げました。”地域住民への普及・啓発”につ
いては非常に重要なテーマであり、同会議においても
継続的に効果的な手法等についての検討を進めること
としています。
　平成２８年度下期には、松江市島根町において地域
住民が主体となり関係各機関との協働によって在宅医
療ハンドブック（「わたしと家族の安心ガイド」）が
作成されたり、邑智郡において地域住民も交えて地域
包括ケアシステムに関するシンポジウムが開催される
など、先進的な取組みが行われつつあります。

医療政策課
ハートフルサロン
松江

8月25日

5 松江 認知症への理解を深めるための啓発活動

　今春「フォトしまね」に初めて認知症について取
り上げて頂いたが、今後も認知症に関する情報を継
続的に提供することを検討していただきたい。
 ２０２５年には認知症高齢者の数は７００万人にな
ると推定されており、約１０年で１.５倍にも増える
見通しである。最近はマスコミでも国の新オレンジ
プランに呼応するように､認知症の特集番組や記事を
頻繁に目にするようになったが、県においても、少
しの紙面でもいいので継続的な情報提供をお願いし
たい。
　特に、認知症の早期発見に関することや、認知症
に関連して困った時どこに相談すればいいのかとい
う情報（認知症コールセンターも含め）の提供をお
願いしたい。

　ご紹介いただいたとおり、認知症について広く県
民の皆さんに周知を図るため、県内全世帯配布の県
政広報誌「フォトしまね」(平成28年４月号)におい
て、認知症カフェの取組や認知症疾患医療センター
についてＰＲを行いました。
　今後は、啓発活動の一環として、９月21日の世界
アルツハイマーデーに向けて、県政新聞広報「考え
る県政」として「しまね認知症コールセンター」の
周知を図るため山陰中央新報に掲載(９月18日)する
ことにしています。また、「認知症の人と家族の
会」の皆さんと共に県内９か所で認知症に関する街
頭啓発活動(９月中・下旬)も行う予定です。
　これからも認知症について県民の皆さんに正しく
理解していただくため、情報提供や広報、普及啓発
に努めていきたいと考えています。

　県では、認知症についての理解を深める取組を継続
して実施しました。
　９月のアルツハイマーデーに併せて県内９カ所（昨
年度は８カ所）で「認知症の人と家族の会」の皆さん
と共に認知症に関する街頭啓発活動を行いました。松
江駅では「しまねっこ」の参加により、若者や子供た
ちにも関心を持ってもらう事ができました。
　また、困った時の相談場所として「しまね認知症
コールセンター」を設置していますが、周知を図るた
め山陰中央新報に掲載(９月18日)しました。また「し
まねコールセンター」を紹介したクリアファイルを作
成し、日々の相談の中から必要な方に紹介できるよう
市町村や介護従事者に配布しました。
　今後も引き続き、機会を捉えて啓発活動を行う予定
としています。

高齢者福祉課

認知症の人と家族
の会
島根県支部松江地
区会

8月25日

6 松江 若年性認知症コーディネーターの配置

　若年性認知症コーディネーターの配置に向け準備
を進めるとのことであるが、現在の状況をお聞かせ
いただきたい。

　若年性認知症の人については、居場所づくりや就
労・社会参加支援等の様々な分野にわたる支援が求
められることから、国の新オレンジプランにおい
て、若年性認知症の人の自立支援にかかわる関係者
のネットワークの調整役である「若年性認知症コー
ディネーター」を県が配置することとされていま
す。
　県では、若年性認知症コーディネーターの配置等
に向け本県における若年性認知症者に係る生活や支
援の実態を把握するため、今年度、若年性認知症に
関する実態調査を実施することにしています。その
結果を踏まえ若年性認知症の人の自立支援に向けた
体制整備について検討していきます。

　県では、若年性認知症コーディネーターの配置等に
向け本県における若年性認知症者に係る生活や支援の
実態を把握するため、H２９年１月に、若年性認知症
に関する実態調査を実施しました。調査は受診者の概
要を把握する一次調査（医療機関対象）と本人又は家
族に回答いただく二次調査からなっており、現在一次
調査結果がまとまり検討を開始したところです。
　今後はさらに検討を深め、２９年度の８月頃を目途
に本県の若年性認知症施策（若年性認知症コーディ
ネーターの配置を含む）について方向を示すこととし
ています。

高齢者福祉課

認知症の人と家族
の会
島根県支部松江地
区会

8月25日
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7 松江 認知症施策推進事業

　「島根の健康福祉２０１６」健康福祉部の施策概
要の２７ページに、「認知症施策推進事業」が掲載
されている。
　全体で２４の事業で５５百万円が計上されている
が、県としての認知症施策推進についての基本方針
と、重点的に取り組もうとしておられる５事業につ
いてお聞かせいただきたい。

　県では、国の新オレンジプランも踏まえながら市
町村や関係機関等と連携し、認知症の普及啓発、地
域づくり、相談対応、医療・介護連携、認知症介護
の充実など総合的な認知症施策の推進に取り組んで
います。
　具体的には、「島根の健康福祉２０１６」にも記
載しているとおり、①認知症地域支援体制構築等推
進事業（認知症疾患医療センターの運営、認知症サ
ポート医の養成、医療従事者認知症対応力向上研修
等）②認知症対策・普及・相談・支援事業（しまね
認知症コールセンターの運営、若年性認知症対策、
認知症キャラバン・メイトの養成等）③高齢者権利
擁護等推進事業④介護従事者向け認知症研修事業
（認知症介護サービスの向上）⑤認知症介護指導者
養成研修事業（同左）の５事業に、⑥認知症施策検
討委員会の運営を加え、大きく六つの事業を柱に取
り組んでいます。

　県では、国の新オレンジプランも踏まえながら市町
村や関係機関等と連携し、認知症の普及啓発、地域づ
くり、相談対応、医療・介護連携、認知症介護の充実
など総合的な認知症施策の推進に取り組みました。
　具体的には、「島根の健康福祉２０１６」にも記載
しているとおり、①認知症地域支援体制構築等推進事
業（認知症疾患医療センターの運営、認知症サポート
医の養成、医療従事者認知症対応力向上研修等）②認
知症対策・普及・相談・支援事業（しまね認知症コー
ルセンターの運営、若年性認知症対策、認知症キャラ
バン・メイトの養成等）③高齢者権利擁護等推進事業
④介護従事者向け認知症研修事業（認知症介護サービ
スの向上）⑤認知症介護指導者養成研修事業（同左）
の５事業に、⑥認知症施策検討委員会の運営を加え、
大きく六つの事業を柱に取り組みました。

高齢者福祉課

認知症の人と家族
の会
島根県支部松江地
区会

8月25日

8 松江
相談支援事業所や地域活動支援センターはど
こで分かるか

　昨年の回答で問合せしてくださいとあったが、松
江市及び各支所等の具体的な問合せ先を知りたい。

　地域ごとの具体的な問い合わせ先については、松
江市が全戸配布しております「暮らしの便利帳」や
市報などをご確認いただき、市障がい者福祉課(電話
55-5304)や各支所の障がい福祉担当へお尋ねいただ
きますようお願いします。
　また、相談支援事業所や地域活動支援センターに
ついては、松江市が作成しておられる「絆」（まつ
え障がい福祉ガイドブック）に掲載されておりま
す。

　公聴会時の回答に同じ

障がい福祉課
松江市精神障がい
者家族会協議会

8月25日

9 松江 差別の禁止等の対応体制はできたか

　昨年度公聴会の意見回答で「来年４月からの障害
者差別解消法の施行により、差別の禁止はもとよ
り、合理的配慮の提供も義務付けられるため、県と
してしっかり対応できる体制を作りたいと考えてい
ます。」とあったが、具体的な体制は出来たか。

　県では、昨年度、障害者差別解消法で求められて
いる「不当な差別的取扱いの禁止」や「合理的配慮
の提供」について、職員が適切に対応できるよう
「対応要領」を作成し、研修会や職員向けの掲示板
等により周知、啓発を図っているところです。
　また、県職員による行為に関する相談窓口を今年
度から障がい福祉課に設置しております（県立学校
関係は特別支援教育課、その他教育関係は教育庁総
務課、警察関係は警察本部広報県民課）。
　なお、県民の皆様に対しても、引き続き街頭啓
発、テレビ、新聞など、様々な機会や媒体を活用し
て広報活動を行うとともに、あいサポート運動など
を通じて一層の普及啓発を図っていきます。

　公聴会時の回答に同じ

障がい福祉課
松江市精神障がい
者家族会協議会

8月25日

10 松江 グループホーム

　昨年度公聴会の意見回答で「グループホームにつ
いては、退院後にその人の生活能力を高めていくた
めの有効な資源であり、市町村の必要数の見込みを
取りまとめた第4期島根県障がい福祉計画に基づき計
画的に整備を行いたいと考えております。」とあっ
たが、進捗状況はどうか。

　第4期島根県障がい福祉計画における松江圏域のグ
ループホーム利用者数について、平成27年度の見込
み344人に対し、実績は331人であり、達成率は
96.2％となっています。
　なお、第4期計画の最終年度である平成29年度の見
込みは373人となっています。
　現在、松江圏域内のグループホーム総定員数は466
人ですが、利用者の障がいの種類や必要な支援の程
度によっては、入居できるグループホームが限られ
る場合もあることから、県としても、利用者のニー
ズにあった整備が進むよう支援していきます。

　公聴会時の回答に同じ

障がい福祉課
松江市精神障がい
者家族会協議会

8月25日

11 松江 障がい者スポーツ

　障がい者スポーツの種目でサッカーは限定障がい
者のみが全国大会とあるが、精神障害者が（対象と
なっていないことに対して）県としてどう思うか。

　全国大会での競技種目の選定について、（公財）
日本障がい者スポーツ協会に問い合わせたところ、
以下のとおり回答がありました。

・実施競技を選定するに当たっては、競技が全国に
普及しているか、各都道府県で予選会が実施できる
体制があるか、選手の強化やサポートができるか等
を見ていくと同時に、現在の実施競技のあり方も含
め総合的に検討する必要がある。
・全国大会における参加機会の拡大は重要であり、
現状で精神障がい者が参加できる競技が少ないこと
は課題と考えている。
・今後も文部科学省や開催県等とともに総合的な観
点から検討を重ねていきたい。

　県としては、こうした動きを注視していきたいと
考えています。

　公聴会時の回答に同じ

障がい福祉課
松江市精神障がい
者家族会協議会

8月25日
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12 松江 他圏域に意見等

　他圏域での精神障がいの意見回答を知りたい。 　これまで「長期入院患者の削減の実態」や「精神
保健ボランティアの養成と団体の維持」、「精神保
健福祉手帳の更新手続き」などに関する、様々なご
意見をいただいております。
　今後開催するものも含め、各圏域公聴会での事前
意見及び回答内容については、後日ホームページに
掲載する予定としております。

　公聴会時の回答に同じ

障がい福祉課
松江市精神障がい
者家族会協議会

8月25日

13 松江 ＡＣＴ

　ＡＣＴ（包括型地域生活支援）について他県と比
較して島根県はどんな位置にあるか。

　ACTとは、障がい者の方が医療や生活支援、就労支
援を含んだ包括的なケアにより、住み慣れた地域で
安心して生活が送ることができるよう、精神科医師
や看護師・作業療法士などの多職種チームが訪問活
動を中心に支援を提供するしくみです。
　全国では、平成15年度から千葉県市川市で開始さ
れましたが、島根県内では、平成16年度から浜田市
の西川病院が24時間の支援体制の取り組みを実施さ
れています。
　このほか、京都、岡山、愛媛、仙台など全国で十
数か所でACTチームが活動されています。

　公聴会時の回答に同じ

障がい福祉課
松江市精神障がい
者家族会協議会

8月25日

14 松江
子ども・子育て支援新制度の動向とこれから
のあり方

　支援新制度については、松江市の子育て課の説明
会はあるが、まだ、理解できるには難しい状況であ
る。
　新制度を理解するのは難しいので、国の動向は早
くわかるようにしていただきたい。

　国の動向については適宜情報の収集や提供を行っ
ていますが、保育事業を実施される皆様に対し、今
後とも速やかに理解しやすいような情報提供に努め
てまいります。

　国の動向については適宜情報収集を行い、市町村を
通じて速やかに提供を行ってまいります。また、内容
によっては市町村職員の方に対する説明会を行い、保
育事業者の方への分かりやすい伝達に協力をいただい
ています。

子ども・子育て支
援課

松江市保育研究会 8月25日

15 松江
家庭的養護促進事業
普及啓発活動

　普及啓発活動には、２年前からのお願いと提案を
きちんと受けていただき成果が見え始めていて、あ
りがたいことと感謝している。あわせて里親登録も
少しずつであるが、増える傾向にある（この１年間
の新規登録は８組）。
　一般の方を対象にした「おはなしサロン」も定着
し、里親の体験談は一般の方だけでなく、施設、異
動のある行政職員にも真新しい話として受け止めれ
るから、更なる参加の呼びかけをお願いする。また
「おはなしサロン」は今年度の計画にも取り入れ
た。
　もう一つの方法として、里親が自分たちの体験
（養育体験・里親になったいきさつなど）を聞いて
いただくという「出前講座」があって、職場の人権
研修、町内会や公民館活動の小さな集まりにも出か
ける。昨年度は県職員向けの人権研修を２か所。市
民人権講座を１か所。また県立大学短期大学部（保
育学科）では、この春、専門職員として世に出る前
の学生（５０名）に授業の一環として出向いた。学
生は社会的養護（里親制度）の学習をしていたか
ら、体験談と制度をうまくつなぎ合わせ理解してく
れたと感じた。
　普及活動が広まるほどに、里親のことがはじめて
良くわかったという感想をもらう。また、「養子縁
組や長期の養育だけでなく、月に一日や二日でもい
いのか、初めて聞いた。」という内容もある。こう
した声を聞く度に普及活動の大切さを痛感する。
　どちらにしても、相当数の要保護児童を受け入れ
る里親は、対象児童の２倍、３倍、あるいはそれ以
上の登録が必要になる。「出前講座」のお知らせ
が、市民に幅広く伝わることを今後の課題としてい
い知恵を出し合いたい。

　里親登録者数を増やすためには、県民の皆様に里
親制度の主旨や里親の実情などを広く周知すること
により、里親や里親に委託されている児童に対する
理解を深めていただく必要があります。
　児童を養育している里親から直接話を聞くことの
できる「おはなしサロン」や「出前講座」は大変有
意義な機会であり、こうした普及啓発活動により、
養子縁組等を希望する里親の登録が増えてきており
ます。
　今後も、養育体験発表などを通じて、里親の果た
す役割等をわかりやすく周知し、里親のイメージ
アップを図るため、県里親会や市町村等の関係機関
と連携し、普及啓発活動の強化に取り組んでまいり
ます。

　今年度は、一般県民を対象に里親制度について理解
と関心を深めることを目的とした講演会を開催しまし
た。
　また、里親支援機関事業の一環として「おはなしサ
ロン」や「出前講座」において里親の養育体験発表を
行い、里親や委託児童への理解を求めました。
　今後とも、県里親会と連携し、里親制度の普及啓発
活動に積極的に取り組んでいきます。

青少年家庭課 松江地区里親会 8月25日
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17 松江
家庭的養護促進事業
その他の気づいたこと

　里親の利用を一時保護所と同程度に考えることは
できないだろうか。
　里子を受け入れるには、児童養護施設、乳児院、
児相の一時保護所などからマッチングを経て可能に
なる。こうした限られた機関だけでなく、養育相談
などは他の行政機関にも広がっているし、施設以外
で一時的に保護を必要とする子どもがあった時に
（例えば、急病などの時に親族が近くにいなくて看
られない。虐待を防ぐため親も子どももお互いの熱
を少し冷ます時間が必要など）、措置という概念で
固まることなく、機関と機関の話し合いによって、
一時保護として里親を利用するという方法はどう
か。
　もともと里親登録には、長い期間を受け入れるだ
けでなく、少しの間を希望する里親もあるから、場
合によってはそれを活用する柔軟な対応もあると思
う。
　家庭的養護促進事業を担う立場の里親会は、里親
登録を広げることや里親を広く知ってもらうことは
もちろんのこと、何よりも「子どもの利益を護るた
め」に、そして家庭的養護促進のために行政とのつ
ながりを強く求めていく。

  児童相談所では、一時保護委託先として里親委託
が適当であると判断した児童については、里親での
受託をお願いしております。
　地域の子育て支援の資源として里親を活用しても
らうためには、市町村に里親について理解していた
だくことが重要であり、機会を捉えて里親制度の啓
発普及に努め、情報提供を行ってまいります。

　今年度は、里親支援機関事業の一環として市町村や
社会福祉協議会等の関係機関に出向き、里親制度の説
明を行い、理解を求めました。
　引き続き、関係機関への制度の普及啓発に努め、連
携を図っていきます。

青少年家庭課 松江地区里親会 8月25日

16 松江
家庭的養護促進事業
委託促進と相互交流事業

　委託促進の前提には、施設や児相、関係する行政
の職員に里親の生活をよく知ってもらうことで、そ
のためにも遊びを含めた交流会や意見交換など、顔
や意気込みを感じる交流現場への参加を希望する。
里親会は受託してからの里親が少しでも不安を解消
できるように、そうした交流の場は欠かせないもの
と考えている。里親を支えるものに、隣近所や地域
住民はもとより、里親のことを知っている人が周り
にいてくれることは願ってもなく心強いものがあ
る。また里親がグチをごぼしたり、守秘義務として
の話を聞いてもらうには、専門的な立場の存在はと
ても重要になる。
　今、里親支援相談員の配置はないが、里親委託推
進員が支援として活動されているのはありがたいこ
とと感謝している。ただ、県全体を一人の範囲とす
るため活動に無理が重なると、委託促進という目標
だけが独り歩きする危険性を持つことにはならない
だろうか。里親にとっては委託促進も大切なことだ
が、何よりもこの基本には、「子どもの利益を護る
ため」という大前提がある。里親に疲れが見えた
り、子どもより委託目標が大切になったりしてはな
らいないと思う。委託推進員の活動にはそうした心
遣いや、顔の見える交流がまずあって、現状をしっ
かりと把握できるように希望する。
　また、里親自身も知識向上の学習は欠かせない。
養育里親の研修会、専門里親の研修会、あるいは県
内外の里親大会への参加は、里親にとって貴重な勉
強の場でもあるから、相互交流と兼ね合わせて、里
親の学習できる場としての支援に力を注いでいただ
けたら幸いである。
　その逆に、職員の出張研修などを利用して、里親
会の活動に携わったり、「出前講座」やサロンへの
参加を重ねていくなら、その分だけ経験は貯えられ
るし里親を広く知ってもらうことにもつながる。長
い目で見た相談支援員の養成を視野に入れてほし
い。
　里親が増えて、委託が増えて、経験豊富なケース
ワーカーがいて、相談支援員が見守ってくれる。里
子の安心安全を護る体制はそうした連携が欠かせな
いものと思う。

　里親委託を推進するためには、児童相談所、里親
及び児童福祉施設等の関係機関が相互理解を深め、
共通認識を持つことが重要であり、今後も里親交流
会への参加等を通じて連携を図ってまいります。
　また、昨年度から、島根県里親会に里親委託等推
進員を配置し、新規里親登録者の開拓等を行ってい
るところですが、引き続き地区里親会の皆様と連携
し、里親の負担感を軽減するための相談援助や交流
促進等にも積極的に取り組んでいきたいと考えてお
ります。
　今年６月には「児童福祉法の一部を改正する法
律」が公布され、里親支援、養子縁組に関する相
談・支援が県の業務として位置付けられました。
　里親制度の広報啓発等による里親開拓から、里親
と児童のマッチング、里親に対する訪問支援まで、
一貫した里親支援に努めてまいりますので、ご協力
をお願いいたします。

青少年家庭課 松江地区里親会 8月25日

　県里親会が実施する交流会に施設職員及び入所児童
が参加したり、施設の行事に里親が参加する等、交流
を深めました。
　里親委託の推進や里親支援のための体制を整えてい
くために、来年度新たに里親支援事業を実施する予定
ですが、具体的には県、児童相談所、県里親会、施設
と協議し、役割分担しながら取り組みを進めていきま
す。
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18 松江

島根県の性暴力被害者のワンストップ支援
「たんぽぽ」の条文に、被害者の相談を受け
る条件が２年経過以内とされているが、「被
害経過に制限をしない」とはできないものか

　性暴力を受けた被害者には時効がない。意識下で
ずっと苦しみ、やっと相談してみようかという思い
に立った被害者へ、わずか２年経過でたんぽぽは他
機関へ引き継ぐとは胸が痛む。支援員もきっと苦し
いに違いない。
　なお、現在、性犯罪に関する刑法の相談機関に時
効があるのは問題のように思う。たんぽぽは発足し
たばかりであるから、内容を吟味しながら調整をし
ていってほしいと願う。

　H27.3月に女性相談センター内に性暴力被害者支援
センターたんぽぽを開設して１年が経過しました。
　たんぽぽへの相談については、経過年数により制
限を行うことはなく、過去の被害についても相談を
受けています。
　ただし、カウンセリングに係る公費負担について
は、他機関の制度や他県の状況を鑑み、被害発生か
ら概ね２年以内とさせてもらっています。今後、制
度を運用していく上で、改善の必要があれば検討し
ていきたいと考えています。
　

　公聴会時の回答に同じ

青少年家庭課
しまね性暴力被害
者支援センター
（さひめ）

8月25日

19 松江

官民にかかわらず、今後一層性暴力被害者支
援機関として認識を高め、連携していくため
の啓発活動を合同に開催するような事業の一
考を望む

　健康福祉部の施策の対象者が全て「性」をもった
性的人間である。そして、それはその人の人権とな
る。命が大切にされ、人権が守られる状況を構築で
きる最前線に立つ側として連携を深め、啓発活動に
一層の尽力を協働したいと思っている。

　性暴力被害者支援については、被害者が相談をた
めらう場合もあると考えられ、安心して相談しても
らえるよう広報啓発について一層の充実を図る必要
があります。
　広報啓発を行うにあたっては、必要に応じて関係
機関との連携が図られるよう、県としても取り組ん
でいきたいと考えています。

　性暴力被害者支援センターたんぽぽについては、11
月の女性に対する暴力をなくす運動にあわせリーフ
レットの配布や関係機関連絡会での周知など機会をと
らえ広報に努めているところです。
　今後も、県の広報枠を利用した一般県民への周知
や、なくす運動における関係機関との連携した広報活
動に引き続き取り組んでいきます。

青少年家庭課
しまね性暴力被害
者支援センター
（さひめ）

8月25日

20 松江
市町村でウィルス検査・肝がん撲滅への目標
値を定めること

　県では、ウィルス検査未受検者のうち、未発見の
感染者数を推計し、平成２３年度末での約７，００
０人を同２９年度末には半減する目標値を定め、意
識的に取り組まれている。一方、各市町村において
は、ウィルス検査の進捗状況にばらつきがあると思
われることから、全ての市町村で未受検者数及び未
発見の感染者数を可能な限り推計し、目標値を定め
て取り組んでいただきたい。
　「肝炎対策の推進に関する基本的な方針」（平成
２８年６月３０日改正）において、「国及び地方公
共団体が肝炎対策を実施するにあたっては、その目
標、具体的な指標等を設定し、定期的にその達成状
況を把握し、必要に応じて施策の見直しを検討する
ことが重要である」（第１・（１））と明記され
た。県は、肝がんへの罹患率を減少させるために、
陽性者を確実に治療に結びつける、よりきめ細かな
対策と具体的な目標値を定めて取り組み、市町村に
も周知していただきたい。

　国は、今年度肝炎対策基本指針を改正し、県の肝
炎対策に対して、目標の設定を行うように示してい
ます。
　現在、県においては肝炎ウイルス未受検者のうち
未発見の感染者数の半減を目標に検査の取り組みを
進めています。県が定めている目標達成に関して
は、多数の検査が行われている市町村健診が数値目
標に大きく関わることから、市町村担当者会議を通
じ、各市町村においても数値目標を設定するなど、
引き続き積極的な取り組みを要望していきたいと考
えています。
　また、ウイルス陽性者に対して、慢性肝炎や肝硬
変の重症化を予防し、早期治療することで肝がんを
予防することがきわめて重要なことです。昨年度か
ら県においては初回精密検査や定期検査費用の助成
を行い、ウイルス陽性者を受診につなげる取り組み
を進めています。
　このような取り組みに対し、数値目標を設定し、
評価していくことが肝炎対策を進める上で有用な事
と考えています。
　今後市町村担当者会議や、肝炎対策協議会を踏ま
え、新たな目標設定に向けて取り組んでいきます。
＜参考：考えられる指標＞
　・肝炎検査実施者数
　・受検率（受検者/検診対象者数）
　・フォローアップ実施率
　・要精検者の受診率

　国の肝炎対策基本指針の改正に伴い、県でも現在島
根県肝炎対策推進基本指針の改正作業を進めていま
す。この中で、数値目標を設定して肝炎対策に取り組
む事としています。
　市町村の肝炎ウイルス検査は、県全体の多くの部分
を占めるため、市町村担当者会議の機会に、積極的な
取り組みを要望しています。

薬事衛生課 島根県肝臓友の会 8月25日

21 松江
市町村でのウィルス検査や定期検診をうなが
す個別勧奨

　市町村によっては、住民に個別にはがきでウィル
ス検査を呼びかけたり、陽性者の後追いを行ってい
るところもある一方、一般的な呼びかけで終わって
いるところもあるため、県内外の先進事例を取り入
れて個別勧奨を進めていただきたい。

　個別勧奨を行っている市町村もあれば、他の健診
と同時に通知している市町村もあります。
　市町村担当者会議の場において、未受検者を把握
し、陽性者を確実にフォローしていくことができる
ように、個別勧奨を積極的に取り組んでいくよう要
望していきます。

　個別勧奨を実施している市町村においては、検査実
績が伸びており、市町村担当者会議において、取り組
みを奨めています。

薬事衛生課 島根県肝臓友の会 8月25日

22 松江 市町村での広報活動の強化

　７月２８日「世界肝炎デー」に併せ、出雲市で
は、肝疾患連携拠点病院により公開講座が開かれ、
松江駅などでは、県と当会が協力して宣伝物の配布
をおこなった。各市町村においても来年の「世界肝
炎デー」を念頭に住民の目に見える広報活動を計画
されるとともに、日常的に広報活動を強化していた
だきたい。

　市町村においては、広報誌等を通じて広報をお願
いしています。
　県の広報と併せ、患者に一番近い存在である市町
村からの広報が重要であると考えます。

　市町村の定期的な広報誌等に、肝炎ウイルス検査の
受診勧奨を掲載してもらっていますが、今後も効果的
な広報を要望していきます。

薬事衛生課 島根県肝臓友の会 8月25日
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平成28年度健康福祉部圏域別地域公聴会意見・回答

23 松江 地域包括ケアシステム

　平成２９年４月までにすべての保険者で要支援者
に対する地域支援事業が開始され平成３０年３月
で、予防給付が終了する。このことをいったい誰が
責任を持ってするのか。県か市町村か。

　全国一律に提供されている要支援者向けの予防給
付のうち、訪問介護と通所介護については、平成29
年４月までに地域支援事業（新しい総合事業）とし
て市町村が実施することになります。
　現在市町村では、現行並みのサービスの継続を含
め、地域の実情に応じたサービスの拡充などについ
て、受け皿となる関係者の会議等の場を通じて検討
されています。
　県としては、各市町村において新しい総合事業が
円滑に開始されるよう引き続き研修会や情報提供等
の必要な援助を行ってまいります。

　平成２９年４月時点では、全ての市町村において、
現行相当の訪問型・通所型サービスが実施される予定
です。
　また、地域の実情に応じて約半数の保険者におい
て、現行相当サービス以外のサービスも実施される予
定です。
　県としては、各市町村において必要なサービスが確
保されるよう引き続き体制整備に向けた支援を行って
まいります。

高齢者福祉課
松江圏域老人福祉
施設協議会

8月25日

24 松江 健康長寿しまね推進事業

　健康長寿しまね推進事業もすごくいい事業である
と思う。しかし５０歳から８０歳へと寿命が延びた
ことによる弊害も出てきたと思う。それは、人間の
終末期である。「生きる」ことへの解決はできても
「終末期」における意志表現は、他人に任されてい
る現状がある。
　本来なら地域医療構想の一環で地域包括ケアシス
テムの中に事業としてとりあげてもいいように思
う。

　近年、アドバンスケアプランニング(これから受け
る医療やケアについて事前に家族や医療者と話し合
い患者の希望や思いを文書に残す取組)なども始まっ
てきており、市町村とも連携し情報提供に努めたい
と考えています。

　平成２８年１０月策定の「地域医療構想」でもアド
バンスケアプランニングに関する情報提供を推進し、
本人の希望に沿った療養生活の実現に取り組む旨を明
記しています。
　平成２８年度後半には、松江市島根町や雲南市で終
末期・看取り等もテーマに含めた研修会を開催される
など、地域において着実に取り組みが進められていま
す。

医療政策課
松江圏域老人福祉
施設協議会

8月25日

25 松江
しまね流福祉まちづくり推進事業・地域福祉
セーフティネット推進事業

　地域福祉セーフティネットとは、行政措置が必要
と考える。特に松江圏域老人福祉施設協議会におい
て養護施設の空き状況が取り上げられている。な
ぜ、２０万の中核都市で２施設の養護で空き状況が
出てくるのか。（岡山市　５施設の養護施設　１施
設は８０％利用であるが４施設は１００％状況）

　近年、松江市においては介護保険施設等の施設整
備を含め、軽費老人ホームや有料老人ホーム、サー
ビス付き高齢者住宅等、高齢者を対象とした各種施
設が増加してきています。そのため、入所施設等の
選択の幅が拡がっており、養護老人ホームの入所要
件に該当する場合でも他施設に入所されたケースも
あります。
　現在、養護老人ホームの入所申請者が一定程度あ
る一方で、入所案内した際に本人又は親族から施設
入所を拒否されたり、入所時期を先送りされるな
ど、入所に至らないケースも多数あります。
　そのため、時期によって空き状況は出てくる場合
もあります。
　現在の各施設の入所率（H28.8.18現在）はそれぞ
れ100％と98％になっています。

 近年、松江市においては介護保険施設等の施設整備
を含め、軽費老人ホームや有料老人ホーム、サービス
付き高齢者住宅等、高齢者を対象とした各種施設が増
加してきています。そのため、入所施設等の選択の幅
が拡がっており、養護老人ホームの入所要件に該当す
る場合でも他施設に入所されたケースもあります。
　現在、養護老人ホームの入所申請者が一定程度ある
一方で、入所案内した際に本人又は親族から施設入所
を拒否されたり、入所時期を先送りされるなど、入所
に至らないケースも多数あることから、時期によって
空き状況は出てくる場合もあります。
　現在の入所率（H29.3.22現在）は100％となってい
ます。

高齢者福祉課
（松江市）

松江圏域老人福祉
施設協議会

8月25日

26 松江 介護施設整備推進事業

　今、松江圏域老人福祉施設協議会において特養施
設での空きが、目立ってきている。介護度３以上の
方しか入れない状況や老人系の住宅産業の推進で待
機者数の減少もあると思う。東京も特養の空き状況
があり来年度から、厚生労働省は特養の空き状況や
待機者数の再調査を行い施設整備が必要かどうか判
断するといっていた。
　島根県でも特養施設が、閉所する懸念や閉所する
デイサービスがあるのを島根県老人福祉施設協議会
でも懸念している。
　しまね流福祉まちづくりの再考が必要と考える。

　県内特別養護老人ホームの入所申込者（いわゆる
「待機者」）は、平成28年1月1日現在で4,917人であ
り、平成24年7月1日調査の6,684人をピークに減少傾
向にあります。
　待機者が減少している原因としては、都市部を中
心に有料老人ホームやサービス付き高齢者住宅など
民間による高齢者向けの住宅整備が進んでいること
や、平成27年4月から特養の入所者が原則として要介
護３以上に限定されたことなどが考えられます。
　特養をはじめ、介護保険施設の整備については、
市町村が策定する介護保険事業計画において必要な
サービス量を見込んだうえで、整備数（定員数）を
定めることとされています。
　今後、次期計画（7期：H30～32年度）の策定作業
が本格化しますが、県としても、県内の介護サービ
ス事業所の実態把握に努めるとともに、必要な介護
サービスが適切に計画に見込まれるよう、市町村を
支援していきたいと考えています。

　県内特別養護老人ホームの入所申込者（いわゆる
「待機者」）は、平成28年7月1日現在で4,571人であ
り、平成24年7月1日調査の6,684人をピークに減少傾
向にあります。
　待機者が減少している原因としては、都市部を中心
に有料老人ホームやサービス付き高齢者住宅など民間
による高齢者向けの住宅整備が進んでいることや、平
成27年4月から特養の入所者が原則として要介護３以
上に限定されたことなどが考えられます。
　特養をはじめ、介護保険施設の整備については、市
町村が策定する介護保険事業計画において必要なサー
ビス量を見込んだうえで、整備数（定員数）を定める
こととされています。
　来年度は、次期計画（7期：H30～32年度）の策定作
業が本格化しますが、県としても、県内の介護サービ
ス事業所の実態把握に努めるとともに、必要な介護
サービスが適切に計画に見込まれるよう、市町村を支
援していきたいと考えています。

高齢者福祉課
松江圏域老人福祉
施設協議会

8月25日
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